
1 概要

2 令和２年４月１日時点の状況

【参考：病床機能報告における病床数】

3 再編後の許可病床数

4 病床再編の必要性等について

【再編を検討した経緯】

【削減病床数の考え方】

【その他】

年々ハイリスク分娩の割合が増え、第三次医療への転院搬送が増えている。

出産数の減少が著しいため、分娩を取り扱うことが、経済的負担となる可能性がある。

妊婦健診は引き続き当院で行い、分娩・入院は中津川市民病院・恵那市立病院・県立多治見病院に

紹介することで対応している。

0

削 減 病 床 数（B）ー（A） 0 ▲ 8 0 0 0 ▲ 8

許 可 病 床 数（B） 0

再編予定日 令和５年１０月１日

合計高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等

18

稼働病床数 10 10

令和元年度

病床機能報告

許可病床数 18

18

稼働病床数 10 10

急性期 回復期 慢性期 休棟等

平成３０年度

病床機能報告

許可病床数 18

合計

18

稼 働 病 床 数 （A） 8 8

許 可 病 床 数 18

高度急性期

資料７－２

合計

単独病床機能再編計画

医療機関名 林メディカルクリニック

所在地 岐阜県中津川市新町五番六

診療科目 産婦人科・小児科・内科

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等



■支給申請額算定シート

うち対象３区分（※３）の合計

①　平成30年度病床機能報告 10 10 10

②　令和2年4月1日時点（※１） 8 8 8

③　再編前病床数＝② （※２） 0 8 0 0 0 8 8

うち対象３区分の合計

0 0 0 0

※対象３区分の病床数の合計が減っていません。

0

うち同一開設者の医療機関との病床融通数 (0)

回復期 介護医療院 合計

0 0

うち対象３区分の合計

0 8 0 0 0 8 8

支給済病床数 5.減少数 4.うち転換数 6.支給済数
3.うち他院への

融通数
支給対象

8 0 0 (0) 8

うち対象３区分の合計

①　平成30年度病床機能報告 18 18 18

②　令和2年4月1日時点（※５） 18 18 18

対象３区分の病棟の

年間在棟患者延べ数（人）
高度急性期 急性期 慢性期 合計

①　平成30年度病床機能報告（※６） 1,873 1,873

②　令和2年4月1日時点（※７） 0

＜選択＞

Ａ　平成30年度病床機能報告 適用 Ａ

Ｂ　令和2年4月1日時点 適用 Ａ Ｂ

単価(千円) 病床数 支給額(千円)

1,140 3 3,420

単価(千円) 病床数 支給額(千円)

2,280 5 11,400

要件

審査
90%減少チェック ○

12 支給申請額（千円） 14,820

他の医療機関との病床融通数

（※４）

過去に

令和2年度病床機能再編支援補助金

及び本事業で支給済の病床数

対象３区分から

回復期又は介護医療院へ

転換した病床数

慢性期 休棟等

回復期急性期高度急性期

4

慢性期 対象３区分の合計

※７　７の①と７の②の値が同じ場合は８の②の入力は不要。

一日平均実働病床数

合計

7

高度急性期 急性期 回復期

急性期 回復期
5 減少病床数　（1の③－2）

高度急性期

再編前の許可病床数

6

合計

8

※４　病院統合や地域医療連携推進法人の病床融通制度等を活用し、

　　　他の医療機関から病床の融通を受けた場合はマイナス表記、病床を融通した場合はプラス表記とすること。

　　　 また、「（参考）病床融通に関する概要」シートに関連する医療機関の病床数を記載すること。

休棟等 合計

合計

※３　対象３区分＝高度急性期、急性期、慢性期（以下同様）

慢性期 休棟

慢性期

※２　①平成30年度病床機能報告時又は②令和2年4月1日時点の対象３区分合計のいずれか少ない方を基準とする。

回復期

1

高度急性期 急性期 回復期再編前の稼働病床数

2
再編後の許可病床数

（＝再編後の稼働病床数）

高度急性期 急性期

※１　各機能ごとの数値については、地域医療構想調整会議にて確認されていること。

　　　令和2年4月1日時点で病床数の変化があった場合は、変更前の病床数を記載すること。

　　　平成30年度病床機能報告から令和2年4月1日までの間に、病床数の変更がない場合は、①と同じ値を記載すること。

11

一日平均実働病床数から再編後の

対象３区分の許可病床数までの減

少分に係る支給額

休棟等

10

再編前の対象３区分の稼働病床数

から一日平均実働病床数までの減

少分に係る支給額

※６　対象３区分の病棟に係る平成30年度病床機能報告の報告様式１（病棟票）の（48）欄の数値を計上すること。 なお、平成30年度

病床機能報告の報告様式１（病棟票）において、「過去１年間の間に病棟の再編・見直しあり」と報告した病棟の年間在棟患者延べ数に

ついては、以下の式により補正して計上すること。

　○　補正後の年間在棟患者延べ数＝年間在棟患者延べ数（（48）欄に記載された数値）÷報告可能な対象期間（月単位）×12

　　（注）　報告可能な対象期間（月単位）は、平成30年度病床機能報告で報告した月数とすること。

　　　　　例）　報告可能な対象期間を「平成29年7月1日～平成30年12月末日」とした場合　⇒　報告可能な対象期間（月単位）＝６

慢性期

9

適用する

病床稼働率

0.0%

28.5%

対象３区分の病床稼働率

0

5

※5　平成30年度病床機能報告から令和2年4月1日までの間に、病床数の変更がない場合は、①と同じ値を記載すること。

3


